
自動車検査証の電子化に関する検討会（第６回）

議事次第

日 時：平成31年3月8日(金)16時00分～18時00分

場 所：TKP東京駅大手町カンファレンスセンター

（22階 ホール22Ｅ）

１．セキュリティに係る追加検討について

２．道路運送車両法の改正案について

３．電子車検証導入に係る調査について

４．今後の進め方（案）について

（配付資料）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料２ 道路運送車両法の改正案



自動車検査証の電子化に伴う主な法律改正案の内容

○自動車保有関係手続をオンラインで一括して行うワンストップサービス（OSS）は、新車新規について平成17年より、継
続検査について平成29年よりサービスを開始したものの更なる利用の促進が必要（※）。

○継続検査等の際にOSS申請を行ってもなお必要な自動車検査証の受取りのための運輸支局等への来訪負担削減を
図るため、整備事業者等の手続代行者において自動車検査証情報を更新できるよう、自動車検査証をＩＣカード化す
るとともに、国からのICチップ記録等事務の委託制度を創設することが必要。

現状・課題

改正案の内容

１．自動車検査証のＩＣカード化

○自動車検査証をＩＣカード化（現行の自動車
検査証情報はＩＣチップに記録）することとする。

現

行

※平成29年度のOSS利用率 ①新車新規：31.3%（94.0万件） ②継続検査： 1.9%（28.9万件）

２．ＩＣチップの記録等事務の委託

○国からのICチップ記録等事務の委託制度を創設することとする。

現

行

電
子
化
後
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自動車検査証のＩＣカード化に係る新旧対照条文（案）

改 正 案 現 行

（自動車の検査及び自動車検査証）
第五十八条 自動車（国土交通省令で定める軽自動車
（以下「検査対象外軽自動車」という。）及び小型
特殊自動車を除く。以下この章において同じ。）は、
この章に定めるところにより、国土交通大臣の行う
検査を受け、有効な自動車検査証の交付を受けてい
るものでなければ、これを運行の用に供してはなら
ない。

２ 自動車検査証は、車台番号、使用者の氏名又は名
称その他国土交通省令で定める事項が記載され、か
つ、これらの事項、有効期間その他国土交通省令で
定める事項（以下「自動車検査証記録事項」とい
う。）が電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚
によつては認識することができない方法により記録
されたカードとする。

３ 自動車検査証は、特定の自動車を識別して行う事
務を処理する国の行政機関、地方公共団体、民間事
業者その他の者であつて国土交通省令で定めるもの
が、国土交通省令で定めるところにより、自動車検
査証の自動車検査証記録事項が記録された部分と区
分された部分に、当該事務を処理するために必要な
事項を記録して利用することができる。この場合に
おいて、これらの者は、自動車検査証記録事項の漏
えい、滅失又は毀損の防止その他の自動車検査証記
録事項の安全管理を図るため必要なものとして国土
交通大臣が定める基準に従つて自動車検査証を取り
扱わなければならない。

（自動車の検査及び自動車検査証）
第五十八条 自動車（国土交通省令で定める軽自動車
（以下「検査対象外軽自動車」という。）及び小型
特殊自動車を除く。以下この章において同じ。）は、
この章に定めるところにより、国土交通大臣の行う
検査を受け、有効な自動車検査証の交付を受けてい
るものでなければ、これを運行の用に供してはなら
ない。

２ 自動車検査証に記載すべき事項は、国土交通省令
で定める。

（新設）
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ＩＣチップの記録等事務の委託に係る新旧対照条文（案）①

改 正 案 現 行

（継続検査に係る自動車検査証への記録等に関する
事務の委託）

第七十四条の五 国土交通大臣は、国土交通省令で定
めるところにより、第六十二条第二項の規定による
自動車検査証への記録及び自動車検査証の返付並び
に第六十六条第二項の規定による検査標章の交付に
関する事務（継続検査の結果の判定その他国土交通
省令で定める事務を除く。）を国土交通省令で定め
る要件を備える者に委託することができる。

２ 前項の規定による委託を受けた者（次項及び第百
条第一項第八号において「特定記録等事務代行者」
という。）は、次に掲げる行為をしてはならない。
一 第六十二条第二項の規定により自動車検査証の
返付を受けるべき者の請求がある場合において、
災害その他やむを得ない事由がないのに当該自動
車検査証への記録をせず、若しくはこれを返付せ
ず、又は検査標章を交付しないこと。

二 前号に規定する場合において、当該自動車検査
証以外の自動車検査証への記録をし、若しくは同
号の者以外の者に自動車検査証を返付し、又は同
号の者以外の者に検査標章を交付すること。

３ 第二十八条第一項及び第二十八条の二第一項の規
定は、特定記録等事務代行者が自動車検査証への記
録及び自動車検査証の返付並びに検査標章の交付に
関する事務を行う場合について準用する。

（新設）
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ＩＣチップの記録等事務の委託に係る新旧対照条文（案）②

改 正 案 現 行

（自動車検査証の変更記録に関する事務の委託）
第七十四条の六 国土交通大臣は、国土交通省令で定
めるところにより、第六十七条第一項の自動車検査
証の変更記録に関する事務（変更記録をすることが
適当であるかどうかの審査その他国土交通省令で定
める事務を除く。）を国土交通省令で定める要件を
備える者に委託することができる。

２ 前項の規定による委託を受けた者（次項及び第百
条第一項第九号において「特定変更記録事務代行
者」という。）は、次に掲げる行為をしてはならな
い。
一 第六十七条第一項の規定により自動車検査証の
変更記録を受けるべき者の請求がある場合におい
て、災害その他やむを得ない事由がないのに当該
自動車検査証への記録をしないこと。

二 前号に規定する場合において、当該自動車検査
証以外の自動車検査証への記録をすること。

３ 第二十八条第一項及び第二十八条の二第一項の規
定は、特定変更記録事務代行者が自動車検査証の変
更記録に関する事務を行う場合について準用する。

（新設）
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資料３ 電子車検証導入に係る調査
（アンケート結果）



1.アンケート概要

1

自販連、日整連の協力により、ディーラー1,488者、専業・兼業整備工場等1,285者に対して
アンケートを実施。 ７７８者から回答があり、回答状況は以下のとおり。

回答者の分類 回答数

ディーラー ３３８

継続検査あり （３０２）

継続検査なし （３６）

専業・事業整備工場 ４２７

自家 １３

合計 ７７８

アンケート回答者のうち、「ディーラー（継続検査なし）」を除く７４２者に対して
・継続検査ＯＳＳ利用の有／無
・（ＯＳＳ利用なしの場合は）電子保適証サービスの利用の有／無
のアンケートを実施。回答状況は以下のとおり。

回答の分類 回答数

ＯＳＳ利用あり ２９６

ＯＳＳ利用なし ４４６

電子保適証サービス利用あり （１７７）

電子保適証サービス利用なし （２６９）

合計 ７４２
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２.支局等への来訪に係る移動時間

2

項番 アンケート項目 アンケート結果 備考

1 往復の移動時間
（1回あたり）

73.3分
（回答結果の平均値）

回答数：742件

2 来訪回数
（1週あたり）

2.5回
（回答結果の平均値）

回答数：742件

3 支局等での待ち時間
（１回あたり）

23.4分
（回答結果の平均値）

回答数：742件

○継続検査における往復の移動時間、来訪回数、待ち時間

○往復時間＋待ち時間の分布
来訪回数ゼロ回の者の9割
は集配サービスの利用有り
と回答

○来訪回数の分布
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３.車検証電子化への関心の有無

3

回答 回答者数

関心がある 515者

どちらともいえない 153者

あまり関心がない 74者

総計 742者

車検証が電子化された場合、継続検査OSSを利用し、ICチップの記録事務及び検査
標章の印刷事務を行うことに関心があるかどうかについての回答は以下のとおり。

回答

関心がある
６９％

どちらとも
いえない
２１％

あまり関心がない
１０％



４.継続検査OSSの効果

4

○導入の効果○継続検査の申請に関わる所要時間の変化：
平均８分削減 回答 回答数

書類作成ミスの減少 224

申請に係る所要時間の減少 195

運輸支局等への提出書類の減少 181

書類の管理コストの減少 127

印紙・現金管理コストの減少 121

運輸支局／検査登録事務所における
窓口所要時間の減少

104

監査対応コストの減少 51

申請に係る所要人員の減少 40

売上への貢献 14

自動車ユーザーへの自動車返却までの
日数の減少

11

その他コストの減少 11

その他 12
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継続検査の申請に関わる所要時間の変化

「ＯＳＳ導入前」⇒「ＯＳＳ導入後」
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料４ 今後の進め方（案）



今後の進め方（案）について

回数 時期 議題

第７回～ ４月～

・技術的要件の
検討
・将来的な活用
のあり方検討

〇技術的要件の検討に向けた議論

〇将来的な活用のあり方検討
国内外事例の調査

具体的な利活用方策
ＩＣカードの空き容量のサイズを検討するため、具体的
に想定される利用シーンを整理
（利用シーンのアイディアを募集することも検討）
例）行政機関：検査情報の一元管理、無車検・無保険

対策への活用 等

空き容量の利用に係る管理体制・運用方法等を整理

〇その他
電子自動車検査証導入後の自動車保有関係手続きの
ワンストップサービス（ＯＳＳ）申請の充実・拡充

1



（参考）マイナンバーカードにおける利活用方策について①

〇 国、都道府県、市区町村、民間事業者等は、マイナンバーカードのＩＣチップの空き容量にアプリ（カードＡＰ）を搭載
することで、さまざまなサービスを利用者に提供できる

※地方公共団体情報システム機構の「マイナンバーカードアプリケーション搭載システム」パンフレットを基に作成

サービス提供の流れ

2



（参考）マイナンバーカードにおける利活用方策について②

１．ＩＣチップ内のＡＰ構成

※地方公共団体情報システム機構の「マイナンバーカードアプリケーション搭載システム」パンフレットを基に作成

３．個人番号カードの具体的な利活用状況

２．空き情報（拡張利用領域）に搭載するカードＡＰ

3



（参考）マイナンバーカードにおける利活用方策について③

※地方公共団体情報システム機構の「マイナンバーカードアプリケーション搭載システム」パンフレットを基に作成

4



参考資料 
第５回 自動車検査証の電子化に関する検討会 

議事概要 
 
 

１．日 時：平成３１年１月２１日（月）１５時００分～１６時３０分 

２．場 所：ＴＫＰ東京駅セントラルカンファレンスセンター １１階 ホール１１Ａ 

３．出席者：石田委員、大山委員、川端委員、坂委員、関委員、青山委員、荒岡委員、安

藤委員、岡安委員、久保田委員、木場委員、島﨑委員、德永委員、中山委員

代理（堀内委員欠席）、三上委員、武藤委員、和迩委員、帆足委員代理（奥田

委員欠席）、大嶋委員代理（蔭山委員欠席）、林委員、平木委員 

４．議事（概要） 

(1)事務局から資料１に沿って説明があり、その後意見交換を行った。 

○ パブリックコメントの意見としては、６１件寄せられたが、中間とりまとめ（案）

に修正が生じる意見はなかったことから、パブリックコメントに附したもので中間と

りまとめとした旨、座長から報告があった。 

(2)事務局から資料２－１、２－２、２－３に沿って説明があり、その後意見交換を行っ

た。 

（委員からの主な意見） 

○ 紙の車検証からＩＣカードの車検証に代わった場合、発行にどの程度の時間が掛か

るのか知りたい。また、記録内容の書換え時間が長くなることが予想されるため、関

係者の負担軽減の策を検討いただきたい。 

○ ＩＣカードの書き込み時に正しく書き込まれたことをどのように確認するのか。ま

た間違って書き込みをした場合に「不正利用」と判断されないよう、書き込み間違い

の検知方法や対処方法について検討いただきたい。 

○ クレジットカードのように紛失した際に利用停止の依頼を連絡できるような仕組

みを予定しているか、また紛失したカードであることを履歴管理テーブルで参照でき

るようにする予定なのか。 

〇 ＩＣカードに格納情報が改ざんされていることを検知するアプリケーションはオ

ンラインを前提としているかもしれないが、現在、街頭検査時に使用している機器は

オフラインのため、オフラインで使用するにはどのような対応が必要になるのか。 

○ ＩＣカードの書き込みは、アクセス権を確認する必要があるためオンラインが前提

となるが、閲覧のみの場合はシステムとしてオフラインで行うことも可能と考える。 

○ 記録等事務代行者によるＩＣカードの記録や検査標章の印刷はＯＳＳ申請に限定

したものになるのか、ＯＳＳ申請でない場合は支局での手続きが必要となるのか。 

○ 整備事業者からユーザーにＩＣカードと検査標章を送付する際の規制について、書

留や信書で送付するなど、何らかの制約を設けるのか。 

○ ＩＣカードに格納している情報に書き込む権限を分けて設定しているが、分けずに

一元的に権限を管理する方法もあるのではないか。 



○ ＩＣカードの調達については入札となるため、券面偽造防止の技術について、登録

車と軽自動車で必ずしも同一になるとは限らないため配慮いただきたい。 

○ 電子証明書の使用期限が切れた場合やアプリケーションがインストールされたＰ

Ｃに不具合が生じた場合の対応についても検討いただきたい。 

○ 利用場面として紙と比較した場合にＩＣカードのセキュリティの度合いを高めな

ければならない場面を想定し、どのような損害が起きる可能性があるか、その損害に

対するトレードオフとしてセキュリティを検討していただきたい。 

○ むやみにセキュリティを高く設定してしまうと、運用上の動きが悪くなることが懸

念されるため、具体的にインパクトのあるユースケースを踏まえて検討していただき

たい。 

○ セキュリティバイデザインという考えもあり、セキュリティと利便性は両立できる

と考える。自動運転やＩＴＳ等の関係も含めて検討していると思うが、ユースケース

を踏まえて検討が必要である。 

  以上 


